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食 品安全委員会  企画専門調査会  

第 13 回会合議事録  

  

１．日時  平成 18 年１月 25 日（水） 14:00 ～ 15:51  

 

２．場所  食品安全委員会大会議室 

 

３．議事 

（１） 「食品安全基本法第 21 条第１項に規定する基本的事項」（平成 16 年１月 16 日

閣議決定）のフォローアップについて 

（２）その他 

 

４．出席者 

  （専門委員）   

富永座長、福士専門委員、市川専門委員、伊藤専門委員、近藤専門委員、 

佐々木専門委員、澤田専門委員、鋤柄専門委員、西脇専門委員、山本専門委員 

 （専門参考人） 

  服部専門参考人 

（食品安全委員会委員） 

寺田委員長、小泉委員、寺尾委員、本間委員、見上委員 

（厚生労働省） 

 医薬食品局食品安全部南野企画情報課長 

（農林水産省） 

消費・安全局山田消費・安全政策課長 

 （環境省） 

  水・大気環境局土壌環境課鈴木農薬環境管理室長 

 （文部科学省） 

  スポーツ・青少年局学校健康教育課平井専門官 

（事務局） 
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    齊藤事務局長、小木津総務課長、國枝評価課長、吉岡勧告広報課長、 

西郷リスクコミュニケーション官、境情報・緊急時対応課長 

 

５．配布資料 

資料１   企画専門調査会に当面調査審議を求める事項（平成 18 年１月 12 日食品 

     安全委員会決定） 

資料２   「食品安全基本法第 21 条第１項に規定する基本的事項」（平成 16 年１ 

月 16 日閣議決定）の記載事項の実施状況について（案） 

  参考資料１ 米国から到着したせき柱を含む子牛肉の確認について（平成 18 年１月 

20 日プレスリリース） 

  参考資料２ ＜平成 17 年度＞食品安全委員会が自ら食品健康影響評価を行う案件の 

候補に関する企画専門調査会における審議結果について 

  参考資料３ 平成 18 年度食品安全委員会予算（案）の概要 

  参考資料４ 平成 18 年度組織・定員要求の結果について 

  参考資料５ 平成 18 年度における食品健康影響評価技術研究の領域について 

 

６．議事内容 

○富永座長  時間がまいりましたので、ただいまから「企画専門調査会」の第 13 回会合を

開催いたします。 

  本日は、10 名の専門委員とともに服部専門参考人が御出席です。また、本日は飯島専門

委員ほか５名の専門委員が御欠席です。 

  なお、食品安全委員会からは担当委員である寺尾委員とともに、寺田委員長、小泉、見

上、本間の各委員にも御出席いただいております。 

  更に、本日は「『食品安全基本法第 21 条第１項に規定する基本的事項』（平成 16 年１

月 16 日閣議決定）のフォローアップについて」を御審議いただきますので、関係省庁の関

係者の方々にも御出席いただいております。私の方から御紹介しますので、恐れ入ります

が、お立ちいただけますでしょうか。 

  厚生労働省からは、医薬食品局食品安全部南野企画情報課長さんです。よろしくお願い

します。 

  農林水産省からは、消費・安全局山田消費・安全政策課長さんです。 

  環境省からは、水・大気環境局土壌環境課鈴木農薬環境管理室長さんです。 
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  文部科学省からは、スポーツ・青少年局学校健康教育課平井専門官でございます。まだ

ですが、お見えになると思います。 

  以上４名の方に、本日は御出席いただいております。皆様よろしくお願いします。 

  続きまして、議事に入らせていただく前に、まず事務局から資料の確認をお願いいたし

ます。 

○小木津総務課長  それでは、資料の御確認をさせていただきます。 

  資料の一番上に付いているかと思いますが、議事次第の裏側を確認していただきたいと

思います。５というところに、配布資料の一覧表が載せてございます。 

  実際の資料は、座席表の後に資料１ということで、裏表でございますが１枚のペーパー

「企画専門調査会に当面調査審議を求める事項」は、今年１月 12 日に食品安全委員会で決

定されてものでございますが、それが１つ目でございます。 

  ２つ目でございますが、こちらは今日の議事の本題でございます「『食品安全基本法第

21 条第１項に規定する基本的事項』（平成 16 年１月 16 日閣議決定）の記載事項の実施状

況について（案）」でございます。 

  続きまして参考資料でございます。参考資料１が「米国から到着したせき柱を含む子牛

肉の確認について（平成 18 年１月 20 日プレスリリース）」というものでございます。 

  参考資料２でございますが、こちらは「＜平成 17 年度＞  食品安全委員会が自ら食品健

康影響評価を行う案件の候補に関する企画専門調査会における審議結果について」という

資料でございます。これも裏表１枚の資料と、もう一つ参考が付いております。 

  参考資料３でございますが「平成 18 年度食品安全委員会予算（案）の概要」でございま

す。 

  参考資料４でございますが「平成 18 年度組織・定員要求の結果について」という資料で

ございます。 

  最後になりますが、参考資料５が「平成 18 年度における食品健康影響評価技術研究の領

域について」でございます。 

  以上でございます。 

○富永座長  ありがとうございました。 

  皆さん、資料そろっているでしょうか。よろしいですね。 

  それでは、議事に入らせていただきたいと思います。本日の会議全体のスケジュールに

つきましては、お手元の資料「企画専門調査会  第 13 回会合  議事次第」というものがご

ざいますので、この裏を御覧くださいませ。 
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  本日は、１月 12 日に食品安全委員会において決定されました、資料１「企画専門調査会

に当面調査審議を求める事項（平成 18 年１月 12 日食品安全委員会決定）」のうちの基本

的事項のフォローアップについて、御審議いただくことにしております。 

  まず、事務局から資料の御説明をいただきたいと思いますけれども、その前に先週末に

輸入された米国産の牛肉に脊柱が含まれていたことが確認されて、大変な問題になってお

ります。米国産牛肉の手続がそのために停止されているところでございまして、皆様方も

大変御関心がおありと思いますので、これにつきまして、少し事務局の方から御報告いた

だきたいと思います。これは食品安全担当大臣の談話も出ておりますが、今日は冒頭これ

について御説明をお願いいたします。 

○吉岡勧告広報課長  それでは、参考資料１に基づき御報告をいたします。 

  参考資料１は、１月 20 日に厚生労働省、農林水産省から発表されましたプレスリリース、

また、同日松田食品安全担当大臣が発表いたしました談話の２枚でございます。 

  まず、１月 20 日に農林水産省動物検疫所成田支所及び厚生労働省成田空港検疫所におき

まして、米国から到着した牛肉のうち、脊柱を含む子牛肉が発見され、その旨が確認され

たということで、プレスリリースがございました。 

  当該ロットについては、すべて積み戻し、または焼却処分することとし、今後、本件の

原因について、米国政府から報告があるまでの間、すべての米国産牛肉の輸入手続を停止

することとしたところでございます。 

  また、これを受けまして、同日でございますが、食品安全担当大臣から「米国から到着

したせき柱を含む子牛肉の確認について」という談話が発表されてございます。 

  談話におきましては、脊柱が混入していたことが確認され、このような事態が発生した

ことは、誠に遺憾である。 

  米国からの輸出の条件については、食品安全委員会でも議論されたところであり、米国

にはその条件の遵守について、万全を期してもらう必要がある。 

  いずれにしても、食品の安全性の確保について管理責任を有する厚生労働省と農林水産

省においては、これまでの食品安全委員会の議論を踏まえ、適切に対応すべきものである。

  なお、その状況については、食品安全委員会において報告を聴取する考えであるという

内容となっております。 

  本件につきましては、現在、厚生労働省、農林水産省において原因究明、また再発防止

のための改善措置等の検討を行っているところであると伺っております。事務局としては、

準備ができ次第、両省から当委員会に報告を受けることになるかと考えております。 
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  以上でございます。 

○富永座長  ありがとうございました。 

  ただいま事務局から御説明がありましたように、また先日の大臣談話にも書かれており

ますように、現在、厚生労働省、農林水産省におきまして、なぜそのようになったかとい

う原因の究明、あるいは改善措置などを検討しているところでございますから、食品安全

委員会としては、まず厚生労働省、農林水産省から委員会に報告を受けて、それから対応

することになろうと思います。 

  しかし、何か御質問あるいは御要望がございましたら、お聞きしたいと思います。何か

ございませんか。 

  では、本日は後の議題がございますので、そろそろ第１の議題の「『食品安全基本法第

21 条第１項に規定する基本的事項』（平成 16 年１月 16 日閣議決定）のフォローアップに

ついて」の審議に入りたいと思います。本日は、これが最も重要な議題でございます。 

  それでは、事務局から資料の御説明をお願いします。 

○小木津総務課長  それでは、お手元の資料２を御覧いただきたいと思います。別途大き

く拡大した資料としてもお配りしているかと思いますが、それを御参照いただければと思

います。 

  このもとになりましたのは、平成 16 年１月に閣議決定されました基本的事項でございま

して、これは食品安全基本法に基づくものでございますが、それを具体化するというもの

でございますが、食品の安全性の確保に関する施策全般を対象としております。 

  実施主体は、食品安全委員会のみならず、本日御出席いただいております関係各省及び

ます。企画専門調査会の各専門委員に、基本的な事項の実施状況をゼロベースで御確認い

ただくのは、現実的ではないと考えておりまして、関係各省と調整しながら、事前に事務

局として御審議のたたき台となるべき資料をまとめました。それが資料２でございます。 

 この資料は、基本的事項に盛り込まれました 10 項目と、その記載事項に対応して委員会

及び関係各省が、これまで実施した措置の具体的内容はどうであったかということを記述

しております。各専門委員の皆様におかれましては、具体的内容について御確認、御検討

いただきますとともに、今後の課題等について率直な御意見を賜りたいと存じます。こう

したプロセスによりまして、基本的事項についてのフォローアップを行いたいと考えてお

ります。 

  それでは、順次御説明をさせていただきたいと思います。 

  資料２でございますが、まず１ページでございます。こちらは「第１  食品健康影響評
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価の実施（法第 11 条関係）」について、具体的に定めたものでございますが、左側の事項

が、記載事項、基本的事項に掲げられているものでございます。 

  ここでは「１  基本的考え方」といたしまして、食品健康影響評価が食品の安全性に関

わる施策ごとに行われなければならないと、そして、食品健康影響評価が科学的知見に基

づき、客観的かつ中立公正に行われなければならないとされておりますが、実際に厚生労

働省、農林水産省及び環境省から、さまざまな案件につきまして評価要請がございました。

  これまで、右側にございます「具体的内容」の欄に書いてありますように、470 品目に

ついてありまして、17 年度は、このうち 88 品目が評価要請を受けた品目でございます。

また、審議を行った上で、評価結果をお返ししているものが、これまでのところ累積で 20

8 品目ございます。平成 17 年度中は、85 品目ということでございます。 

  以下、特に平成 17 年度中の動きを中心に、具体的内容についてポイントだけ御確認の意

味で、説明をさせていただきたいと思います。 

  その下の（２）は、食品の供給行程ごとに留意すべき事項について、定められていると

ころでございます。 

  ページをめくっていただきまして、２ページでございますが（３）のところは、食品安

全委員会の意見を聞かなければならない事項については、その都度改正をしていくという

事柄でございます。 

  （４）は、緊急を要する事項については、優先的に評価を行うということでございます。

この辺りは、前回の記述から改めて追加したものは、特にございません。 

  （５）が法定されているもの以外に、任意で関係各省が評価要請を行ってきている案件

でございます。これにつきましては「具体的内容」のところに書いてありますが、一番大

きなところでは、厚生労働省、農林水産省から併せて諮問のありました、米国カナダ産牛

肉のリスク評価の案件が、17 年度の動きとして１つございました。また、コエンザイムＱ

10 の安全性についての評価要請がございました。 

  続きまして、その下でございますが（６）でございます。さまざまな状況等を勘案しま

して、委員会自らの判断により食品健康影響評価を行うということが定められておるわけ

でございますが、これにつきましては、昨年末、食中毒の原因菌であるリステリアが候補

として挙げられておりましたが、委員会においても自ら評価の案件として選ばれまして、

現在、微生物・ウイルス合同専門調査会におきまして、食中毒原因微生物のリスク評価指

針の策定に向けて審議が行われているところでございます。 

  続きまして、３ページの下の方でございますが「２  例外措置の具体的内容」というこ
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とでございます。特殊なケースにおきましては、通常のリスク評価とは違う扱いをすると

いうことでございますが、この中で（３）というのが、５ページの頭にかけましてござい

ます。これは人の健康に悪影響が及ぶことを防止し、または抑制するため緊急を要する場

合、あらかじめ食品健康影響評価を行ういとまがない場合には、あらかじめの食品健康影

響評価を省くというようなことでございますが、これに該当するものとして、右側にござ

いますように、食品に残留する農薬等に関するポジティブリスト制度の導入につきまして、

これは 700 に及ぶリストが新たに整備されたわけですが、これにつきまして、あらかじめ

食品健康影響評価を行ういとまがないということで、ポジティブリスト制度自身は食品の

安全性を高めるための措置でございますので、まずは暫定的な基準を導入しているという

ことで、この規定に該当する事項として整理させていただいております。 

  続きまして、５ページの下でございますが「３  食品健康影響評価の円滑な実施を図る

ための手順及び手法等」ということでございますが、特に食品健康影響評価開始前の事項

の動きでございますが、右側にありますように、農林水産省及び厚生労働省が、リスク管

理部門での職員が従うべき標準手順書というものを、17 年８月 25 日に作成されたという

ことが大きな動きでございます。 

  続きまして、５ページの下の方は、自ら食品健康影響評価を行う場合には、決定に当た

り、関係者における情報、意見の交換を行うよう努めるということでございますが、その

次のページの右側にございますように、この場におきまして、17 年におきましては、１月

と２月、そして２回目といたしまして９月と 11 月に、それぞれ案件の候補の絞り込みにつ

いて、御議論をいただいたところでございます。 

  また、そのページでございますが、食品健康影響評価に関するガイドラインの作成作業

ですが、17 年度の事項といたしましては、右側にあります⑧でございますが、遺伝子組換

え微生物等を利用して製造された添加物のうち、アミノ酸等の最終産物が高度に精製され

た非タンパク質性添加物の安全性評価の考え方が決定されているのが、動きでございます。 

  実施時、そして評価の終了後ということでございますが、評価の終了後につきましては、

７ページの下の方の具体的な対応の中身でございますが、我が国におけるＢＳＥ対策、あ

るいは魚介類等に含まれるメチル水銀などにつきまして、その内容をわかりやすく解説し

て、意見交換会等の参加者等に配るとか、ホームページの上で公表しているというような

ことで、工夫を図っているところでございます。 

  続きまして、８ページの４でございます。「４  委員会の行う勧告等」ということで書

いてあるところでございますが、勧告自体は、これまでのところ実施の必要性はなかった
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わけでございますが、委員会の役割として、リスク評価結果に基づいて講ぜられる施策の

実施状況をモニタリングするという役割がございます。これに基づきまして、右側にござ

います欄の中ほどからでございますが、第３回の調査として、16 年 10 月～17 年３月まで

の間を対象にいたしまして、10 月に委員会に御報告をしましたけれども、フォローアップ

をいたしました。その調査結果案につきまして、報告をいたしました。その結果、ここに

書いてありますような、亜酸化窒素、グルコン酸亜鉛、そしてグルコン酸銅に関する管理

措置について、リスク管理機関との間で御議論をして整理したところでございます。その

事項につきまして、ここに書いてございます。 

  そして、９ページにまいります。意見ということでございます。食品の安全性に関わる

重要事項について調査審議をして、そして関係行政機関の長に意見を述べるという役割を

担っているところでありますが、ポジティブリスト制度の導入に関しまして、施策の概要

について説明を受けまして、それについて留意すべき点などにつきまして、厚生労働大臣

に対しまして意見を述べたという事項です。これが 17 年度の動きとしてございます。 

  続きまして、９ページの下の方からですけれども「第２  国民の食生活の状況等を考慮

し、食品健康影響評価の結果に基づいた施策の策定（法第 12 条関係）」ということでござ

います。 

  これは、リスク管理機関の行うべき施策でありますが、国民の健康の保護が最も重要で

あるという基本的認識の下で、施策が講じられなければならないという記述があるわけで

すが、次の 10 ページにまいりますと、その中の具体的な項目についていろいろ記述がござ

います。 

  例えば、必要な規格及び基準の整備を進めるということがございます。この中では、ポ

ジティブリスト制度が導入されるというようなこと、あるいは健康食品についての記述が

ございますが、それにつきましては、厚生労働省の方でポジティブリスト制度に基づきま

して、暫定的な残留基準を設定し、また一律基準等を設定したというような動きがござい

ました。 

  また、農林水産省の方では、一番下の方にございますけれども、平成 17 年２月に飼料用

豚肉骨粉などに関する表示の基準等が定められているということでございます。 

  次にまいりまして、11 ページでございますが「第３  情報及び意見の交換の促進（法第

13 条関係）」ということでございます。いわゆるリスクコミュニケーションのことであり

ますが「１  基本的考え方」としては、国民の意見を反映し、そして施策の過程の公正性

とか透明性を確保するために、関係者間の情報及び意見の交換を促進しなければならない
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と定められておるわけでございます。 

  これに基づきまして、委員会及びリスク管理機関は、相互に連携をして、これまで 184 

回全国各地で意見交換会を実施したところでございますが、平成 17 年におきましては、6

5 回の実績がございます。また、委員会が行ったもの、リスク管理機関が行ったものを、

それぞれ下の欄の方に掲げておるところでございます。 

  また、リスクコミュニケーションの方法につきましては、更にその内容を充実していか

なければならないということで、次の 12 ページの方に書いてございますが、できるだけわ

かりやすい解説を付すというようなことで、ホームページとか季刊誌、意見交換会等を活

用して努めているところでございます。 

  また「３  リスクコミュニケーション全体に係る総合的マネージメント」というのが３

番目に出てきておりますが、リスクコミュニケーションの担当者会議というのを２週間ご

とに開催いたしまして、調整を図っているところでございます。 

  続きまして、13 ページの「第４  緊急の事態への対処等に関する体制の整備等（法律第

14 条関係）」でございます。こちらの考え方といたしましては、フードチェーンを通じて、

人の健康に係る重大な被害の発生に係る情報の収集、状況の把握を行う。そして、緊急事

態が発生した場合には、迅速な情報提供に努めるということが掲げられておりますが、こ

のもとになるものとして、具体的な中身といたしまして、右側の欄に書いてありますよう

に、16 年４月には食品安全関係府省緊急時対応基本要綱が定められておりますが、更に加

えて、17 年４月には食中毒に関する緊急事態への対応を定めた実施要綱を、連携して策定

したというところが、17 年中の動きでございます。 

  そして、「２  緊急時の情報連絡体制」が掲げられております。 

  次の 14 ページは「３  緊急対策本部の設置等」とございます。これも実際には、そうい

う事態は起こっておりませんが、事があれば、食品安全担当大臣が本部長となって本部を

指揮するというようなことが掲げられております。 

  また、その下の４でございますが、緊急時対応マニュアルを作成していくということが

掲げられているわけでございますが、先ほど申しましたように、食中毒をまず１つの題材

といたしまして、マニュアルの作成作業を進めているところでございます。 

  次の 15 ページは「第５  関係行政機関の相互の密接な連携（法第 15 条関係）」という

ことでございます。「１  基本的考え方」にありますように、食品健康影響評価、リスク

管理及びリスクコミュニケーションの促進に関して、委員会及びリスク管理機関の相互間

の連携の強化を図るとされております。 
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  （３）のところにありますが、委員会は重要事項を調査審議し、意見を述べるというこ

とでございますが、先ほど申しましたようにポジティブリストに関連しまして、厚生労働

大臣に意見を述べているところでありまして、それについては、ホームページを公表して

いるということでございます。ここの部分につきましては、委員会とリスク管理機関との

連携、そしてリスク管理機関相互の連携が、それぞれ課題になっているところでございま

す。 

  続きまして、16 ページにまいります。16 ページは「第６  試験研究の体制の整備等（法

第 16 条関係）」ということでございます。「１  基本的考え方」といたしましては、食品

の安全性の確保を図るために、最新の科学的知見に基づく施策の策定が必要であるという

認識の下に、試験研究を進めていくということでございます。 

  最近の動きで申しますと、具体的な中身の方の欄を御確認いただきたいと思いますが、

委員会におきましては、今日もこれから御説明させていただくことになろうと思いますが、

17 年度から食品健康影響評価技術研究を実施しております。 

  また、17 年度におきましては、農林水産省で農林水産研究基本計画というものを 17 年

の３月に策定したということが、特記すべき事項として掲げられております。 

  ここの部分につきましては、試験研究の体制の整備、そして具体的な研究開発の促進と

いうことが事項として挙がっております。委員会におきましては、研究開発における重点

事項を明確化しつつ、リスク評価に関するガイドライン、評価基準の策定等に資する研究

を実施していくというスタンスでございます。 

  また、「４  研究開発の成果の普及」そして「５  研究者の養成及び確保」ということ

でございますが、この中では、外国の研究者及び専門家の招聘などにも積極的に力を入れ

ておるところでございますが、委員会におきましては、右側にございますように、平成 17

年度においては、微生物分野の研究者Ｆ．アンギュロ博士、プリオン分野の専門家Ｃ．ラ

スメザス博士等をお招きしているところでございます。 

  続きまして、18 ページにまいりますと「第７  国の内外の情報の収集、整理及び活用等

（法第 17 条関係）」ということがございます。 

  食品の安全性の確保のために必要な措置の適切かつ有効な実施のための、情報の収集、

整理、活用を講ずるということでございます。 

  まず、委員会におきましては、食品安全総合情報システムというものを、16 年度から３

か年で構築するということで作業を進めているところでございます。その辺りの事実を書

いております。 
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  （３）のところで、今後国内において人の健康に関する被害の発生が予想されるような

危害要因等については、被害の程度、対処の方法等に関し、国民へ適切な情報の提供に努

めるとございます。 

  これについての動きとしては、右側にあります欄の中で、17 年 12 月にはＷＨＯの見解

を含めた鳥インフルエンザに関する情報を更新するなど、ホームページ等を活用した情報

発信を行っておるところでございます。 

  あと、項目としては「２  情報収集の対象範囲」そして「３  委員会における一元的な

情報収集の実施等」というのが掲げられておりますが、先ほど申しました総合情報システ

ムの活用によりまして、委員会が中心となって一元化を進めているところでございます。 

 また、「４  情報の活用及び提供」につきましては、このシステムを使って、データベー

ス上にある情報を、適宜ホームページに提供しているというような取組を書いております。

  続きまして、20 ページにまいりますと「第８  表示制度の適切な運用の確保等（法第 1

8 条関係）」ということでございます。これは、リスク管理機関が対応する中身でござい

ますが、食品衛生法あるいはＪＡＳ法等に共通する表示項目、表示方法、その他について

調整を図っていただくというようなことが書いてあります。適宜、表示対象項目というも

のを、追加しているという動きを右側の方では整理しております。 

  また、この表示制度につきましては、２番目に書いてありますように「２  普及及び啓

発」が重要ですが、20 ページの下の方にありますように、パンフレット等の作成、説明会

の実施などによって努めているということでございます。 

  また、「３  違反に対する監視、指導及び取締り」についても、記述がございます。 

  21 ページにまいりますと、「第９  食品の安全性の確保に関する教育、学習等（法第 1

9 条関係）」ということでございますが、国、地方公共団体、事業者、消費者、それぞれ

の立場で、その責務を果たすということで、知識と理解を深めていく必要があるというよ

うなことが書いてあります。そのために、教育、学習の振興などが必要であるということ

でございます。 

  そのための推進体制として、２のところでございますが、17 年の動きにおきましては、

７月に施行されました食育基本法に基づきまして、食育の推進に貢献する観点から、食品

安全委員会においては、ホームページや季刊誌等を通じて、食品の安全性に関する情報を

提供するとともに、関係各行政機関とも連携を図りつつ、消費者、食品関係事業者の参加

により、意見交換会等を開催するとともに、食の安全ダイヤル等を通じて、問い合わせ、

意見に対応しているというようなことをやっております。 
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  また、「３  食品の安全性の確保に関する教育、学習等の重要事項」の記載がございま

す。この辺りは、特に大きな変更点はございません。 

  最後の事項が、22 ページにまいりますと「第 10  環境に及ぼす影響の配慮（法第 20 条

関係）」ということでございます。 

  食品の供給過程の各段階において、環境に関する取組を推進するということでございま

すが、その中で具体的事項として、２のところに掲げられておりますが、環境省において

農薬による野生生物や生態系への悪影響の未然防止を図るための、水産動植物に対する毒

性に係る農薬登録保留基準を改正したということ。また、土壌残留及び水質汚濁による環

境中への悪影響を未然に防止するため、土壌残留及び水質汚濁に係る農薬登録保留基準を

改正すべく準備をしていくというようなことが、特記すべき事項として掲げられます。 

  以上でございます。 

○富永座長  ありがとうございました。大変膨大な資料に基づき、御説明いただきました。

  専門委員の皆様方におかれましては、十分これを消化されたかどうかわかりませんが、2

3 ページからなる膨大な資料を拝見しますと、１ページ目の第１項目、食品健康影響評価

の実施、これは法律第 11 条です。 

  次いで９ページの法第 12 条関係、これは国民の食生活の状況等を考慮し、食品健康影響

評価の結果に基づいた施策の策定。 

  11 ページが、法第 13 条の「第３  情報及び意見の交換の促進」はリスクコミュニケー

ションのことです。 

  13 ページが、法第 14 条の「第４  緊急の事態への対処等に関する体制の整備等」。 

  15 ページが、法第 15 条の「第５  関係行政機関の相互の密接な連携」。 

  16 ページが、法第 16 条の「第６  試験研究の体制の整備等」。 

  18 ページが、法第 17 条の「第７  国の内外の情報の収集、整理及び活用等」。 

  20 ページが、法第 18 条の「第８  表示制度の適切な運用の確保等」。 

  21 ページが、法第 19 条の「第９  食品の安全性の確保に関する教育、学習等」。 

  22 ページが、法第 20 条の「第 10  環境に及ぼす影響の配慮」。 

  これが、食品安全委員会が実施している主な項目になっております。 

  専門委員の皆様方におかれましては、それぞれのお立場あるいは関心から、特定の項目

に関心をお持ち、あるいは御意見がおありの方もおられると思いますが、これは１条ずつ

やりますと、時間がなくなるおそれがありますから、全体を通しまして、資料２を事務局

で御準備いただきましたことで、特に具体的な内容のところで、ここにこれを盛り込むべ
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きではないかとか、あるいはこういうふうに修正すべきではないかといったことを、具体

的に御指摘いただけますと、後の修正が容易ですから、ありがたいです。 

  それでは、順不同で結構でございますから、何か御意見などがございましたら、どうぞ

遠慮なくお述べください。本日は、幸い関係省庁の担当者にも御出席いただいております

から、食品安全委員会の事務局でお答えいただけない部分は、担当省庁からお答えいただ

けると思います。 

  資料２は、事務局であらかじめこういうふうに御準備いただきましたけれども、本来で

すと、企画専門調査会でこれをまとめて、それを食品安全委員会に上げるという形をとっ

ておりますが、それは事務的に不可能に近いものですから、あらかじめ事務局に原案的な

ものを御準備いただいております。 

  重要ですから、ちょっとだけ時間を置きますので、どうぞお考えください。よろしいで

しょうか。 

  これは非常に膨大な資料になっておりますので、きちんと全部読んで理解して判断をす

るのは大変難しいかもわかりませんが、私は、これは現状を大変的確にまとめていただい

ていると思います。ですから、もし御異存がなければ、これを食品安全委員会の方に上げ

るようにしたいと思いますが、よろしゅうございますか。 

  それでは、特に御異存もないようですから、今回は企画専門調査会でも資料２をこのと

おり承認しまして、食品安全委員会の方へ御報告いたしたいと思います。 

  今日は、せっかく関係省庁から担当課長さん、室長さんに御出席いただきましたけれど

も、特に皆さん御質問がありませんでしたので、時間が無駄になったかもわかりませんが、

本当にありがとうございました。一応、議題１はこれで終わりますので、関係省庁からお

越しいただきました方々、本当にどうもありがとうございました。あとを聞いていただい

てもいいですけれども、御退席いただいても結構でございます。どうもありがとうござい

ました。 

  続きまして、議題の（２）は「その他」になっておりますが、本日は事務局から４件の

報告事項があるそうでございます。 

  初めに、平成 17 年度の食品安全委員会が自ら食品健康影響評価を行う案件の候補に関す

る企画専門調査会における審議結果についてですが、これは前回の企画専門調査会で報告

の文案について、座長一任という形で事務局と協議しながら作成させていただくというこ

とになっておりますので、本日はそれについても御報告いただきたいと思います。 

  それでは、事務局から報告事項を一つひとつお願いします。 
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○小木津総務課長  それでは、参考資料２に基づきまして、御報告をさせていただきます。

  先ほどの基本的事項のフォローアップのときにも申し上げましたけれども、今回の自ら

評価の案件の候補の絞り込みにつきましては、既に前回、前々回で御議論をいただいたと

ころでございますが、それを整理したものが、この資料でございます。全体で 11 項目につ

きまして、御検討いただいたわけでございますが、一つずつ御確認いただきたいと思いま

す。 

  まず、「キニーネ」につきましては、御議論の結果、評価の必要性が低いということで

整理されたかと思います。 

  また、２番目の「成長ホルモン剤、成長促進剤」につきましては、現時点で有している

情報を整理し、公表することとするということで、自ら評価の案件の候補としては委員会

に報告しない。このような整理になったかと思います。 

  ３番目でございますが、「メキシコ、チリ、中国産牛肉等に係る食品健康影響評価につ

いて」でございます。これにつきましては、最終的に前回の企画専門調査会の場におきま

して、さまざまな要素がございまして、慎重に対処することが必要であるものの、自ら評

価の案件候補として、委員会に御報告するということで整理されたかと思います。 

  ４番目でございますが、「クローン牛の安全性について」でございます。これにつきま

しては、評価の必要性が低い。その理由としては、国内では流通していないということで、

整理されたかと思います。 

  ５番目でございますが、「食品添加物や農薬の複合汚染について」ということでござい

ますが、これについては、基本的にデータがないことから、評価自体が困難であるという

ことから、候補として落ちているということでございます。 

  ６番目でございますが、裏側です。「フッ素加工の調理器具の安全性について」でござ

いますが、これは既に基準が整備されているということがございます。緊急に評価をする

必要性はないのではないかという整理だったかと思います。 

  ７番目でございますが、「ビタミンＡの過剰摂取に関わるリスクアセスメント」でござ

いますが、これについては、現時点で有する情報を整理して、公表するという整理だった

かと思います。自ら評価の案件候補としては、委員会に報告しないという整理だったかと

思います。 

  ８番目でありますが、「臭素酸カリウムのリスクアセスメント」でございます。こちら

につきましても、現時点で有している情報を整理いたしまして、公表するという整理だっ

たかと思います。委員会への報告は、なしということでございます。 
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  また、「アルミニウムのリスクアセスメント」につきまして、これは、提案がアルツハ

イマーとの因果関係ということでございましたが、その因果関係がはっきりしていないこ

とから、評価の必要性は今の時点では低いのではないかという整理でございました。 

  10 番目でございますが、「調理形態の違いによる食品中の無機ヒ素の摂取リスクの変化

について」ということでございますが、これにつきましては、汚染物質専門調査会で審議

中であるので、その中で議論していただくという整理だったかと思います。 

  11 番でございますが、「食品中のアクリルアミドについて」でございます。これについ

ては、既にファクトシートを作成済みでありますので、新たな知見があれば、更新してい

くという整理だったかと思います。 

  この中で、メキシコ、チリ、中国産牛肉等に係る食品健康影響評価に関連する事項とし

ましては、既に現在、米国・カナダ産牛肉についてのリスク評価という案件が関わるもの

として存在するわけでございますが、参考の資料にありますように、先ほど来の御説明に

もありましたけれども、プリオン専門調査会で慎重に審議をいただいた上で、評価結果を

委員会として、12 月８日に答申しております。この辺りは、前回の企画専門調査会からの

動きとしてあるわけでございますが、更に 12 月 12 日に輸入再開が決定されまして、今、

実際に輸入が再開されたわけでございますが、この仕組みにおきまして、米国・カナダで

の牛肉の認定施設というのが定められたわけでございますが、それについての査察結果が

厚生労働省、農林水産省から委員会あてに報告がありました。プリオン専門調査会にもあ

りました。 

  そうした中で、今回１月 20 日にＳＲＭの混入が確認されたために、米国産牛肉について

は、輸入手続が停止されたという経緯でございます。こんな経緯がございますものですか

ら、これまで委員会において、もともとの御議論として、この案件が一区切りついたとこ

ろで、委員会でお諮りすると。委員会に検討いただくということの整理だったと思います

が、こんな具合で、まだ米国産牛肉の問題の行方が不透明な状況でございます。したがい

まして、一定の区切りがついた段階で、しかるべき時期に食品安全委員会において、参考

資料２に基づきまして、事務局から御報告させていただきまして、その取扱いについて御

検討いただければと考えているところでございます。 

  以上、御報告でございます。 

○富永座長  ありがとうございました。 

  ただいま、これまでの当企画専門調査会で審議した結果、これは最終的に事務局で文案

を整理させていただきまして、皆様方に御報告するところであります。後ほど、御意見あ



 

 16

るいは御質問をお受けしますけれども、私から最初に１つお聞きしたいんですが、ＳＲＭ

というのが何回か出てまいりますけれども、ＢＳＥは大体よくわかるんですが、ＳＲＭと

いうのは、何の略語でしたか。これは１ページにも参考資料にも出ておりますが、何の略

語でしたか。 

○境情報・緊急時対応課長  Specified Risk Material です。 

○富永座長  英語で言われれば実体がわかりますけれども、ちょっとわかりにくいですね。

何か日本語で簡潔な表現でもあればいいですね。 

○境情報・緊急時対応課長  日本語では、特定危険部位と申します。 

○富永座長  そう書いてもらった方が、わかりやすいかもしれませんね。ＢＳＥは、もう

一般に報道機関でも使っている言葉ですけれども、今、御説明いただいてよくわかりまし

たが、ありがとうございました。 

  それでは、内容につきまして、御質問あるいは御意見ございましたら、どうぞ。審議結

果ところを、それぞれ２、３行に書いておりますけれども、これは専門調査会で検討した

結果、大体のことを正確にまとめておりますので、結論を変えたりしたところは全然ござ

いませんが、この際もう一度確認のために、何か御意見ございましたら、お聞きしたいと

思います。 

  佐々木専門委員、どうぞ。 

○佐々木専門委員  最終結果については、そのような議論の結果だったと思いますが、７

番目と８番目のところの、11 回～12 回に至るところで「○適切に管理されていることから」

と理由が書かれていまして、この内容が具体的に説明されていないような気がいたします。

経過としては、法的な措置ですとか、各行政のところで管理しているとは聞いております

けれども、ここに書かれている適切に管理されていることという具体的な内容を、是非文

書なりで御提示いただければありがたいなと思います。これは要望です。 

  以上です。 

○富永座長  ありがとうございます。 

  これは第 11 回会合で厚生労働省などに照会して、後でまたこういうふうに修正したと思

いますけれども、事務局から御説明ください。 

○小木津総務課長  ここにありますように、この専門調査会の取扱いとして「現時点で有

している情報を整理し、公表する」ということでございますので、管理状況につきまして

も、リスク管理機関から聴取いたしまして、その中に整理させていただきたいと思ってお

ります。 
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○富永座長  どうぞ。 

○佐々木専門委員  文章は既に原因と結果というような書き方になっていますので、適切

に管理されているという状況も調査し、併せて報告するということなので、これですと、

もう適切に管理されているという結果から、情報を公開することにしたというような流れ

になるような気がしますので、言葉のあやかもしれませんけれども、やはり状況も我々自

身はよくわかりません、私だけかもしれませんけれども、適切に管理されているという前

提ですから、それも皆さんへお知らせしますというような内容の方がよろしいのではない

かと思います。 

○小木津総務課長  わかりました。それでは、管理状況も含めて、現時点で有している情

報を整理しというような形で、整理し直します。 

○富永座長  そうですね。その方がいいいかもしれません。佐々木専門委員は、以前から

この部分では、モニターなどもきちんとやるべきだということを何回も主張しておられま

すので、そのような修正でよろしいでしょうか。御趣旨はよくわかっております。 

  ほかにどうぞ。 

○市川専門委員  参考資料２ページ目の「参考」のＢＳＥ関係のところなのですが、「２ 

 評価結果の概要について」のところで、○の１番目「科学的同等性を厳密に評価するのは

困難」と書いてあります。私は、評価については、科学的に詳しいことはよくわからない

のですが、評価をしていただくのが評価委員会だと思っています。それなのに、科学的に

厳密に評価をするのは困難といった場合に、評価はある意味難しいということなのでしょ

うか。今後もケースによっては、こういう事態もあると思っていていいのでしょうか。 

○國枝評価課長  ここの部分については、実際には評価書を見ていただいた方がいいと思

うんですけれども、牛の関係については、国内見直しを最初にしました。それから米国・

カナダ産という話に入っていったわけですけれども、米国・カナダに関するデータの質量

が不明という部分というのは、国内対策の場合には国内の部分ということで、かなり状況

もよくわかっているということもありましたので、そういったものと比べてどうかという

問題と、ちょっと今いろいろ大きく問題になっていますが、実際に輸出プログラムという、

これから行うことについて評価をしなければいけないというので、それがどれぐらい遵守

されるかという部分を、ちゃんと守られているということを前提に評価しなければいけな

いという２つの点から、科学的な同等性というのを評価するのは困難ということで、この

評価書では示されたものです。 

  今、いろいろなことについて、いわゆる健康影響評価ということで、リスク評価が諮問



 

 18

されたときにどうかということですけれども、これは個々の事案で実際に内容というのも

違ってまいりますので、それを今ここで述べるというのは難しいかなと思います。ですか

ら、専門調査会の方でいろいろ御判断いただくようなことになるかと思っております。 

○富永座長  いかがですか。納得できませんか。 

○市川専門委員  ということは、やはり評価委員会という評価をするところでも、評価に

非常に苦慮するとか、困難であるとか。それは本当にサイエンスというか、科学という立

場できちんと評価できないと理解をしていいんですね。 

○國枝評価課長  ちょっと私の立場からよりも、むしろ委員長がおられますので、委員長

からお答えいただいた方がいいのかもしれないけれども、やはりいろいろ実際の評価をす

る場合には、実際の資料とか、そういうものを見て評価をすることがありますから、その

資料とか、あるいは諮問の前提とか、そういった全体の中で評価をすることになりますの

で、場合によっては困難、あるいはできないということもあり得ると思います。 

○富永座長  委員長、どうぞ。 

○寺田委員長  非常にわかりにいくのは、私もわかりにくいんです。ですけれども、御質

問に対していいますと、ＡとＢの同等性について評価をしてくれという話なので、ＡとＢ

の間でデータが全く同じだったら評価ができるんですけれども、ＡとＢとの間でデータが

明らかに違う、アメリカやカナダの外国のことでもありますし、管理の方法も違いますか

ら、同じではないわけです。厳密に言えば、科学的に違うことを評価できないということ

です。それが最初の文書であって、しかし、そういうことを別にして、厳密には科学的で

はないんですけれども、アメリカのＢＳＥの汚染度は、日本とは別のところからいろいろ

データをとってきまして、どれだけ肉骨粉が入ってきたとか、今のアメリカのサーベイラ

ンスの方法と日本のサーベイランスの方法はやり方が違うけれども、厳密には科学的にい

えませんが大体同じぐらいだろうということとなりました。アメリカと日本との間では、

汚染度はそれほど変わらないだろうというようなことが、中に書いてあるわけです。 

  しかし、きちっと同等性はいえないけれども、そういうことがあったとしても、ＥＶプ

ログラムというアメリカのプログラム、管理方式がきちっと守られたら同等性はあるとい

うことです。向こうが言っているのは２階建てなんです。もともとアメリカの国民に対し

て肉を供給する方法と、日本には特別に別の管理方式を付け加えてやって、そのプログラ

ムが、きちっと守られたとしたらリスクの差はそれほどではないということで、最初の部

分は科学的にアメリカの国民が食べている危険性と日本の危険性とは、きちっとした意味

での評価はしにくいと。今、私は英語で全体を直しているんです。なかなか意味が通りに
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くいです。私は英語で意味の通る文章になるのか、心配しているんです。結局あれはプリ

オン専門調査会に出されたので、それが委員会で承認したということです。委員会として

当然の責任ではあります。意味としては、そういう意味なんです。わかりましたか。 

○富永座長  事務局長、何か追加ございますか。 

○齊藤事務局長  今のＢＳＥの評価の事柄については、評価課長なり委員長の方から申し

上げたとおりで、いろんな困難の中で評価した結果、そういう困難性も含めた形で最終的

な評価がこういう結論になったということで、もう既にそこは御説明が尽きていると思い

ます。一般的にこういうリスク評価をやっていくときの考え方について、正直に申し上げ

ると、リスク評価の学問自体がまだ十分に確立しているとは言えない部分がたくさんある。

発展途上という言葉は適当ではないかもしれませんが、そういう中で最善を尽くして評価

をしていただいているという前提を御理解いただけると、プリオンの先生方が非常に苦労

をして、議論いただいたんだということがわかっていただけるのではないかなと思います。 

  それと、ほかの分野を比較すると、例えば食品添加物だとか農薬のように化学物質で評

価の歴史がある程度あるものについては、例えばＡＤＩを決めるという評価の１つの大き

な枠組みがあって、そのＡＤＩを決めるについては、どういうようなデータを見て、それ

をどういうふうに考慮していくかということについての経験とか蓄積があって、学問的に

もある意味でのコンセンサスが成立している。ある種の評価手法が確立しているという分

野が一方にはあります。 

  それと比較すると、こういう生物系の評価というのは、まだ難しい問題がたくさんある

と。そういう中での議論だと理解いただけると大変ありがたい。その中で、今あるデータ

を、今ある学問の中で最善の努力をして評価していくというのが専門調査会の専門委員の

立場ですし、そのために苦労されているので、これはリスクコミュニケーションの問題で

もあるのかもしれませんけれども、是非、そういう説明ももっときちんとしていかなけれ

ばいけない。わからないことがあるというと、また不安感を呼ぶという部分があるので、

わからないということを全面に出す説明をすることは適切ではないと思うんですけれども、

ただ、今の学問水準で到達している中での最善を尽くしているんだというところで、御理

解をいただけると大変ありがたいと思います。 

○富永座長  この件につきまして、ほかの専門委員の方から何か御質問、コメントござい

ませんか。よろしいですか。どうもありがとうございました。大変いい御指摘でございま

した。 

  参考資料２の全般を通じて、ほかに御質問ございますか。どうぞ。 
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○伊藤専門委員  前回の会議の後、持ち帰って社内、社外でコミュニケーションをとった

んですけれども、３番目のメキシコ、チリ、中国産の牛肉という部分なんですけれども、

北米産の牛肉に決着がついたと思ったら、合衆国のマネージメントのまずさで、まだ中途

半端な状態になっていますけれども、メキシコ、チリ、中国等と書いてありますけれども、

これは余計なお世話なのかもしれないんですけれども、ひょっとして豪州やニュージラン

ドは本当に大丈夫なのかという発想があっても不思議ではないのではないですかという意

見が、社内外から、たまたま３か国を表現されていましたので、出てきた部分があります。

何を今さらと若干乱暴な意見かもしれませんけれども、やっていくうちに、そのうち突然

オセアニアから出るということがないとは言えないわけで、一応確認なり、押さえておい

てもいいのではないかなと思った部分があります。これは意見として、１つ申し上げます。

  いろんな資料のベースになる部分が、一部科学的な情報といいますか、学術論文といい

ますか、学会発表というたぐいのものになると思うんですけれども、世の中の変化の中で

耐震偽装に代表されるような、非常に不信感に陥るような部分が多いですし、韓国の教授

のあの発表の問題とか、根底を覆すような問題があるわけなので、その辺についても学術

論文の精度といいますか、正確度といいますか、そういったところまで立ち入って、それ

をベースに取り上げるというような、基本的なスタンスが非常に必要なのではないかと思

いましたので、これは意見として申し上げさせていただきます。 

  以上です。 

○富永座長  ありがとうございます。大変貴重な意見でございます。 

  どうぞ。 

○福士専門委員  私も伊藤専門委員と同様に、この時点では評価の必要性が低いと判断さ

れた項目でも、今後さまざまな科学的な知見がわかり、市場そのものの変化、そうしたも

のとの関連によって、かなりまた大きな問題として出てくることもあるので、特に健康影

響評価について、案件として候補に挙がったものについては、事務局としてもフォローし

ていただいて、その折々に情報、その他が増えてきましたら、また御報告いただければと

思います。 

  以上です。 

○富永座長  全くそのとおりですね。 

  どうぞ。 

○西脇専門委員  今回の参考資料の件は、何人かの専門委員の方の延長線上にあるかと思

いますけれども、基本的に審議結果に関しては、特に異論があるということではありませ
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ん。ただ、収集した情報、ある意味ではだれかがこういう不安を持っている。本当に大丈

夫なのかということを常に感じているという視点で見たときに、この結果は、少なくとも

安心感の方をなくすことには、残念ながらつながっていないのではないかと。 

  多分、先ほどの市川専門委員の御意見もそういうことで、ある意味では、専門的な部分

で見れば、わかる人はわかるのかもしれないけれども、普通の人から見れば何を言ってい

るかわからないと。これで安心しろと言われても、ちょっと苦しいね。ある意味では、日

本においては、安心と安全の差が大きいと言われていると。そういう観点から、この委員

会みたいなものが設置されてきている流れはあると。ですから、そういう面で見たときに、

安全の面はいいと。では、これを踏まえて、安心につなげるためにどのような広報の仕方

で説明をしていくのかとか、そういうところのいろんな工夫というものが、もう一段、も

う二段求められているのではないかと思います。 

  先ほどの伊藤専門委員のお話の中で、社会的に信用が失われる事象ばかりが目立つ報道

が一連でされていると。先ほどのアメリカでの１月 20 日の件も、信用しようということで、

この委員会等を含めて決めたところが、結果的には守られていなかったというところが起

きているわけですね。ある意味では、それに関して日本は、更に一歩、二歩踏み込んで、

どういう要請をしていくのかというのが、多分明確に出てこないと、信用しろといっても、

信用できないではないか。こういう我々を裏切ることを、１か月後に既にやっているので

はないかと。多分そんなようなイメージが頭のどこかに常に残っている。やはりこういう

ところの部分を、我々自身がどう意識していくのかというのが、１つ今後においてより重

要なポイントになるのではないかと、今日の論議も踏まえて感じておりますので、コメン

トとしてお話させていただきます。 

○富永座長  ありがとうございます。 

  ほかにございますか。どうぞ。 

○山本専門委員  ＢＳＥ問題は、たまたま私も食品安全委員会が主催された全国の説明会

のあるところに、パネルとして出席させていただいたんですけれども、多分ほかの会場も

そうだったと思うんですけれども、今、消費者団体の方がおっしゃっているのは、クロイ

ツフェルト・ヤコブ病というのは、世界中で起こっているのではないですかと。ＢＳＥの

リスク評価はわかるんですけれども、そいつがクロイツフェルト・ヤコブ病との関連で心

配で仕方がないと皆さんおっしゃっているんです。どうも変異型クロイツフェルト・ヤコ

ブ病、ｖＣＪＤと本来のＣＪＤ、日本で言えば脳の硬膜移植によるクロイツフェルト・ヤ

コブ病なんだと思うんですけれども、そういったことの理解がほとんどできていないんで
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す。どうもこの問題については、情報公開をするときにも、できればそういう全国の説明

会のときに出ていた多くの消費者の方、特に一般の主婦の方が疑問に思っていることを、

食品安全委員会の役割として解決していただく方向、解決できるかどうかは別にしまして、

事実はこうなんだと情報としてきちっと流していただく。 

  本当に消費者の人たちが心配するのは、アメリカではクロイツフェルト・ヤコブ病で何

人も死んでいるではないですかと。それはＢＳＥにつながっているはずですという感覚が

物すごく強いんです。やはりそういうことを、私自身は、クロイツフェルト・ヤコブ病、

プリオンのことがよくわかりませんから、本当にそれがどうなのか全くわからないんです

けれども、我々ですらわからないことを、どうやって一般の消費者に、一般の生活者に理

解させるかということを、是非やっていただければ大変ありがたいと思います。それをや

らない限り、今のＢＳＥ問題というのは解決着かないと思います。 

  これは、そのときの説明会で中村先生がおっしゃっていましたけれども、そうは言って

も変異型クロイツフェルト・ヤコブ病が起こるまでの潜伏期間が非常に長いから、なかな

か今の科学ではわかっていないんだというようなおっしゃり方もされていましたけれども、

それをもさることながら、そういったこともきちっと説明していくべきだと思います。是

非それはやっていただきたい。それができるのは、恐らく食品安全委員会ではないかと思

います。ちょっと意見として申し上げさせていただきます。 

○富永座長  ありがとうございます。 

  ほかに意見ございませんか。 

  今日は参考資料２、特にその中でＢＳＥ問題に関して、大変貴重な御意見が出ましたけ

れども、まずこれを総括しますと、食品安全委員会できちんと評価しようと思うと、デー

タがないと評価ができない。だから、データがないものについては、今後ともデータ収集

に努めなければならない。評価した結果というのは、安全性の視点で評価することになっ

ています。ですから、それでいきなり安心にまではいきませんけれども、安全性に関する

資料をきちんとした形で、わかりやすく、いろんな形で国民に何回も何回もいろんな角度

で、いろんな方法で伝えることによって、だんだん安心の方へ浸透していくのではないか

と思います。 

  ですから、今後とも一番大事なのは、その都度新しい情報を収集する。ないものは、積

極的に収集する。そして、ある時期で一応評価して、審議結果が出ましても、また新しい

情報が加わると、更にその審議結果を、あるいはファクトシートを修正して、新たなもの

を公表する。そういう形にせざるを得ないと思います。特に今回は、ＢＳＥ問題で大変騒
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がれておりますので、食品安全委員会としても、これからこの問題は特に慎重かつ的確に

対応していきたいと思います。 

  参考資料については、これでよろしいでしょうか。 

  その次、どうぞ。 

○小木津総務課長  それでは、次にお手元の参考資料３と４に基づきまして「平成 18 年度

食品安全委員会予算（案）の概要」と「平成 18 年度組織・定員要求の結果について」の御

報告をさせていただきます。これは、次回の企画専門調査会で御議論いただきます 18 年度

の運営計画に、非常に密接に関わるものでございますので、御説明をさせていただきます。

  まず参考資料３でございますが、18 年度の予算ということですが、食品安全委員会にお

きましては、一番上にありますように、18 年度は 14 億 4,800 万円の予算を獲得できてお

ります。 

  そして、２つの大きな柱について、重点的に要求しておりましたが、１つ目がリスク評

価を実施するために必要な体制を強化するということ。併せて、そのベースになるような、

リスク評価を実施するために必要な食品健康影響評価技術の研究を推進していくというこ

と。これが１つ目の柱でございます。 

  また、併せて国民の理解を一層得るためのリスクコミュニケーションの推進。食育を推

進していくということにも関わってくるわけですが、これが２つ目の柱でございます。 

  まず、１ページ目は「１  食品健康影響評価（リスク評価）の実施」についての項目で

すが、これにつきましては、７億 8,500 万円ということでございますが、その中で特に拡

充したものが上の２つでございまして、１つ目が「食品健康影響評価体制の拡充（拡充）」

ということでございます。こちらは、専門調査会等の体制を強化するということで、特に

ポジティブリスト制度の導入に伴い、これに対応するための体制強化をしていこうという

ことでございます。 

  ２つ目が、「食品健康影響評価技術の研究の推進（拡充）」でございます。こちらの方

は、研究費を倍増して、研究領域を設定した公募型の競争的研究資金制度による研究の推

進でございます。 

  裏側を御確認いただきたいと思います。２つ目が「２  リスクコミュニケーションの推

進」でございます。この中で特に力を入れていこうと考えておりますのが、１つ目のポツ

にありますように「リスクコミュニケーション推進事業（新規）」でございます。内容と

いたしましては、リスクコミュニケーションを効果的に推進し、併せて食育も推進するた

め、関係団体等が行うセミナーの指導者の育成、教材の提供を行う事業を計画しておりま
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す。 

  以上のようなところが、特に新規で強化していこうと考えている事項でございます。 

  続きまして、参考資料４でございます。予算の方とも関わるわけでございますが、１つ

は定員要求の中の柱といたしまして、予算の方では専門調査会等の評価体制の強化でござ

いましたが、それを支える事務局についても、事務体制を強化していくということで、計

画的に実施していきたいと考えております。 

  もう一つは、「リスクコミュニケーション実施体制の拡充」も段階的に進めていこうと

いうことでございまして、18 年度は評価体制の中で評価専門官が１名認められております。

また、リスクコミュニケーション専門官が１名ということで、特に上の方の評価の体制に

つきましては、専門委員の増員、あるいはそれに伴いまして分科会とかワーキンググルー

プを立ち上げることが可能になってきております。また、非常勤の職員でございますが、

技術参与の増員等が予算措置されておりますので、こういったことと相まって評価体制を

整備していきたいと考えております。 

  以上でございます。 

○富永座長  ありがとうございました。これは報告をお聞きするということに、とどまる

と思います。ありがとうございました。 

  次は、参考資料５の「平成 18 年度における食品健康影響評価技術研究の研究領域につい

て」ですか。どうぞ。 

○境情報・緊急時対応課長  参考資料５に基づきまして、「平成 18 年度における食品健康

影響評価技術研究の研究領域について」の御報告をさせていただきます。 

  ここにございますように、１月 12 日に食品安全委員会第 126 回会合におきまして、５

つの研究領域が決定されております。この決定に当たりましては、この委員会の前に、研

究運営委員会といった委員会の中の作業チームみたいなところですけれども、そこで候補

案の選定をしておりまして、食品安全委員会の委員、専門委員の方々すべてに、この研究

領域の候補案を募集いたしまして、37 領域が提案されておりまして、その中から、基本的

にこの研究は今年度からスタートしておりまして、今、既に７領域８課題が動いておりま

すが、こういった前年度のものとのダブりを基本的には避けるというものです。 

  厚生労働省、農林水産省でも当然研究がなされておりますから、こういったリスク管理

機関との研究課題のダブりを避けるといったことに配慮しながら、５研究領域の選定をし

ております。 

  まず、１番目は「Ｉ  化学物質系研究領域」でございまして「○  化学物質の定量的毒
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性評価法に関する研究領域」でございます。ここにございますように「食品中の単独ある

いは同時に複数の化学物質による暴露に対する定量的に健康影響評価に資する研究を募集

する」ということがあります。「留意事項」にございますように「ＭＯＥ（Margin of Ex

posure）等の新たな指標も含め精密な暴露評価手法等の開発に資するものであること。ま

たは、乳幼児及び高齢者等のリスク高感受性グループへの健康影響の評価手法等の開発に

資するものであること」という留意事項を付けております。 

  ２つ目が、大きな領域としまして「II  生物系研究領域」。ここでは２つの領域を設定

しております。 

  １つ目が「○  食品に起因するｖＣＪＤのリスク評価のための効果的ＢＳＥサーベイラ

ンス手法の開発に関する研究領域」でございます。「留意事項」にございますように「疫

学的・統計学的に、ＢＳＥを最も効率よく摘発するサーベイランス手法やＢＳＥの感染数

からｖＣＪＤの発生数を予測する手法等の開発に資するものであること」ということであ

ります。これにつきましては、先ほども申し上げましたように、農水省におきましては、1

7 年度、18 年度、２か年の期間におきまして、各国及び我が国のＢＳＥサーベイランスの

分析、評価に関する研究というものが実施されておりますので、具体的な研究課題の選定

に当たりましては、農水省の課題と重複しないという形に配慮しながら、選定をしてまい

りたいと考えております。 

  次に「○  食品に起因する病原微生物のリスク評価法に関する研究領域」ということで

ございまして「留意事項」でございますが「ノロウイルス、肝炎ウイルス、カンピロバク

ター、リステリア菌等、食品に起因する病原微生物による健康影響を効率的・効果的に評

価する手法の開発に資するものであること」というものでございます。 

  裏にまいりまして「III   新食品等研究領域」ということで、４つ目の研究領域としま

して「○  健康食品等の安全性評価法に関する研究領域」でございます。「留意事項」に

ございますように「新たに開発された食品素材及び従来の食品成分を濃縮する等により開

発された食品素材の過剰摂取、長期摂取等による健康影響評価（乳幼児及び高齢者等のリ

スク高感受性グループの健康影響評価を含む）の評価指標の設定あるいは安全性評価法の

開発に資する研究であること」というものでございます。 

  最後に大きな４つ目の領域としましては「IV  リスクコミュニケーション研究領域」と

いうことで、具体的な領域としましては「○  リスクコミュニケーションの情報提示方法、

言語表現等に関する研究領域」というものでございます。「留意事項」にございますよう

に「リスクコミュニケーションを進める上で、使われる情報伝達メディアや表現方法によ
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って、どのような意識変化及び行動変容が生じるか、また、関係者間において日本語等の

表現がどのように認知されるか、等を明確にし、意見交換の実効性の観点から効果的かつ

効率的なリスクコミュニケーションの実施に資するものであること」という留意事項を付

けております。 

  これらは、１月 12 日に食品安全委員会で決定されまして、翌１月 13 日～２月 13 日まで

の１か月間、具体的な研究課題の募集に入っております。これらにつきましては、全国の

大学あるいは研究機関等、合計約九百の機関に応募要領を送付しますとともに、食品安全

委員会のホームページにも公表しているところでございます。 

  今後のスケジュールでございますが、具体的な研究課題がきましたら、大体３月中ぐら

いまでに選定をして、予算案が恐らく決定されるであろう４月になってから、具体的に研

究課題を決定してまいりたいと思っております。その上で、おおむね５月を目途に、委託

の金額も含めまして、契約を締結するという形で進めてまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

○富永座長  ありがとうございました。 

  この種の研究を食品安全委員会が積極的に計画してやるということは、大変いいことだ

と思います。 

  これにつきまして、何か御質問なり御要望ございますか。 

○伊藤専門委員  要望といいますか、期待といいますか、特に食品に起因する病原微生物

のリスク評価という部分なんですけれども、小売業の食品の現場を預かっている中で、ノ

ロウイルスが今、非常に注目されています。年明け１月、もう後半に入っているわけです

けれども、現場では宮城県産の生食用のカキをいつ販売中止にするか、非常に緊張感を持

って毎日宮城県の漁連と連絡をとりながら、自主検査でどの海域で出たから、ここはやめ

ようとか、そういう形でやっています。海域といっていますけれども、別に養殖の海をコ

ンクリートで仕切ってあるわけではありませんから、かなりいい加減な部分があると思う

んですけれども、そういった部分と、もう一つは、どうしても現場で単発的な食中毒とい

いますか、憂色のクレームがあったときに、開業医といいますかお医者さんが、ノロウイ

ルスの食中毒だねというような簡単な言葉を申されるみたいで、診断書には大体書かれた

場合は、感冒性胃腸炎というような形で書かれるんですけれども、非常にシリアスな問題

で、お客様からすれば、医者が食中毒と言ったんだからと言われますけれども、診断書な

り、お医者さんは検便をされて、その上で判断されていますかということを聞くと、そう

いうことはないわけです。我々もお医者さんに確認して対応しますけれども、本当の集団
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食中毒であれば、必ず保健所に届けなければいけませんから、そういった部分を含めて、

非常に難しい問題で、食中毒という判断になるか、あるいは二次感染、三次感染を含めた

感染症という形の判断になるかで、我々にとっては行政的な処分が大幅に変わってきます

ので、特にノロウイルスの研究については、大きな期待と持ちたいと思っていますので、

是非そういった意見が現場にあるということも知っておいていただければと思います。 

  以上です。 

○富永座長  そういう御要望があることをお伝えくださいませ。ありがとうございました。

  ほかにございますか。どうぞ。 

○山本専門委員  前の予算のところのお話を、もし差し支えなければ教えていただきたい

んですけれども「○食品健康影響評価体制の拡充」のところで、ポジティブリスト制の導

入に対する影響評価ということで、大分予算が拡充されて、課長補佐が動員されておられ

るんですけれども、具体的にはどういう方向のことを検討されているのか、もしわかりま

したらお願いします。 

  例えば、最終案が出る前に、ＡＤＩが設定できない農薬については、十分留意するよう

にという御意見を出された経緯もございますし、そもそも農薬等のリスクの見直しという

意味が、多分リスクマネージメント機関がやる仕事と、食品安全委員会が仕事と、少し役

割が違うんだと思いますけれども、もし差し支えがなければ教えていただければありがた

いです。 

○國枝評価課長  11 月 29 日にポジティブリストが導入されて、告示という形で出まして、

半年経っておりまして、５月 29 日から施行という形になります。したがいまして、これは

いとまがないという形で基準が導入されましたので、それからできるだけ速やかに、それ

ぞれの暫定基準について評価ということを食品安全委員会の方がやることの対応でござい

ます。 

  700 を超える非常にたくさんのものをしなければいけないということで、ここに書いて

ある体制の充実というのは、具体的にいいますと、先ほどのような専門官を１名増加とか、

あるいは参与といっておりますけれども、専門性を持っている非常勤の職員を雇いまして、

体制を充実すると。 

  あと、いわゆる実際に評価をしていただく専門調査会がございますけれども、それを例

えば、農薬などで２つに分けたりとか、あるいはワーキンググループをつくったりという

形でやるというのが、１つの体制という意味でございます。 

  あと中身については、今、厚生労働省の方から実際に出たときに、どういった形で依頼
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をするかという話については、既に食品安全委員会の方から聞いて、それに対して報告が

あったんですけれども、一応毎年計画をつくって、それを出すという形になっております

ので、私どものところは、その依頼計画について、たくさんありますので、できるだけ効

率よく、しかもしっかりしたものを出すという形で、どういった形でやるかというのを、

今、厚労省と調整をしております。 

  実際には、既にそもそもの暫定基準そのものというのが、例えばＪＥＣＦＡだとか、あ

るいはアメリカ、カナダとかという主要な国のものを参考にしながらつくられております

ので、既に評価書というようなものが国内、国外に実際にございますので、そういった評

価書をまず中心にやっていくと。もし疑問があれば、更に深くするというような形でいく

ようになります。 

  詳細については、食品安全委員会の方に案をつくって御報告して、御了解をいただくと

いうような手続がございますので、実をいうと、細かいところについては、今、担当省庁

とも調整をしておるところでございますので、今回はこれぐらいで御了解いただければと

思います。 

○富永座長  ほかに予算、あるいは組織について、何か御質問などございますか。よろし

いですか。では、順番にどうぞ。 

○佐々木専門委員  単純な質問です。済みません。 

  参考資料４の本文の中で「審議未了案件が山積しており」とあるんですけれども、今、

各専門調査会で幾つぐらい未了になっているのか。それによって予算が適切かというのも

出てくるのではないかと思ったものですから、参考までに教えていただければということ

です。 

  「○リスクコミュニケーション実施体制の拡充」というところで、専門官とただの官と

いうのが、ラインを変えてあるんですが、どういう役割分担になるのかも、ちょっと教え

ていただければと思います。 

○小木津総務課長  評価案件の方でございますが、基本的事項のフォローアップの方の資

料２の「具体的内容」のところに、１ページの一番上の右側の欄にございますが、今まで

累積で 470 品目の要請がありましたが、今までにそれについて回答しておるのが 208 品目

ということで、形式的にいいますと引き算ということになりますので、262 品目というこ

とで、まだ半分残っているということです。 

○佐々木専門委員  専門調査会ごとのものはわかりますか。というのは、定員が割と均一

ではないですか。でこぼこがあってもいいのかなと思います。 
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○國枝評価課長  今、手元にないので、頭の中で恐縮なんですけれども、この中の未了に

なっている部分の多くの部分というのは、実は水道法の改正の関係がありまして、そのと

きにミネラルフォーターとの関係で、いわゆる汚染物質の関係と農薬関係で、農薬は八十

幾つと、汚染物質が四十幾つだったと思いますけれども、トータル百数十品目について諮

問がきておりまして、これが実をいうと結構大きな部分を占めております。 

  実際には、今回農薬等のポジティブリストになった場合に関わる部分で、特に農薬の部

分については、そこと重複している部分がございますので、逆にいうと、ポジティブリス

トのところとすれば、その部分は減ってくるということになります。 

  先ほどのものを正確にいいますと、清涼飲料水の規格基準の改正には 93 の農薬、43 の

汚染物質というのが入っているのが、かなり大きな部分でございます。それ以外には、食

品添加物とか農薬等でも止まっておりますが、資料を要求して出ていない部分で未了にな

っているような部分もございますので、一番大きいのは先ほどのような清涼飲料水関係だ

と考えていただければいいと思います。 

○富永座長  もう一つ、リスクコミュニケーション官と専門官の差についてです。 

○西郷リスクコミュニケーション官  リスクコミュニケーション官でございます。 

  そもそもリスクコミュニケーション官というのは、何をやっているのかというお話もご

ざいますけれども、まずリスクコミュニケーションそのものはよろしいかと思うんですけ

れども、今度新しくできる専門官は、もともとリスクコミュニケーションの担当が１人し

か事務局にいないということ自体が弱いということもございますので、物理的にもうちょ

っと、例えばいろいろな評価の御説明に出かけるにしろ、１日１回しかできないというこ

とではいけないということも、そういった点での強化ということもございます。 

  それと、コミュニケーションを要する分野が物すごく多岐にわたってまいりまして、情

報についても細かいことを要求されることも多いものですから、かなり専門性を要するこ

とがあると思います。 

  今回について、１人の人がすべてリスクコミュニケーションの専門というわけではない

んですけれども、２つ専門ということがございまして、１つは評価分野のこともございま

すけれども、あとは今リスクコミュニケーションを都道府県でいろいろやっておりますが、

コミュニケーション技術につきましても、国のやり方は意外と拙劣だと言われることが多

うございますし、そういった点での専門性を有する職員を配置していかなくてはいけない

という考え方で、端的に１人そろえばそれで済むということではないんでございますけれ

ども、そういった方向をお認めいただいて、増員ということになったかと思っております。
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  具体的に配置されたら、どういうふうなことで分担するのかということについては、今

後やりたいと思います。ただ、リスクコミュニケーション官よりも、何か専門官の方が偉

そうに見えるというのは、じくじたるものがあるわけですが、そこは担当としては、お認

めいただいて、非常に喜んでいるところでございます。 

○佐々木専門委員  何か名前が増えたような感じがしないものですから、もうちょっと消

費者にリスクコミュニケーション担当を増やしてやったんだと、わかるような名前の方が

よかったのかなという感じがしただけです。 

○富永座長  応援演説みたいですが、市川専門委員、どうぞ。 

○市川専門委員  18 年度の研究領域にリスクコミュニケーションの研究領域を入れてい

ただけたということは、消費者の一人として非常にうれしく思っております。ただ、リス

クコミュニケーションというのは、研究して報告書にまとめればそれでいいというもので

はなくて、それをやはり実際に展開する人がいかに大切かという部分を、きちんと研究領

域を引き受けてくださるところが理解をして、できればそれにつながるような展開を望み

たいと思います。 

○富永座長  おっしゃるとおりですね。これも実際の研究者にお伝えいただくように、お

願いしましょう。ありがとうございました。 

  ほかにございますか。どうぞ。 

○西脇専門委員  質問です。 

  参考資料５の一番初めの「○  化学物質の定量的毒性評価法に関する研究領域」のとこ

ろです。「複数の化学物質による暴露に対する定量的な健康影響評価」云々かんぬんとい

う項目がありますけれども、これは先ほどの参考資料２の方の５番目に複合汚染の項目が

あるかと思いますけれども、ある意味では、今この評価方法がないので、ここのところを

やっていくという解釈でよろしいのでしょうか。 

○境情報・緊急時対応課長  おっしゃるとおりでございます。厚労省の方でも、若干複合

汚染のところの研究を進めているようでございますけれども、食品安全委員会としては、

その成果も活用しながら、また私どもで評価法を確立するということで、研究を開始して

いきたいと思っております。 

○西脇専門委員  そうすると、どれぐらいで、また物質をどう組み合わせるのかなどと考

えたら、無限大の組み合わせになるかと思いますけれども、ある一定の成果を得られるも

のが出てきたときには、先ほどの論議の観点からいうと、審議結果の流れを少し変えて、

改めてその段階で見られるものについては見ていこうという形に変わっていくととらえて



 

 31

いいわけですね。 

  今のところでは、評価困難ということで、やらないと付けているということになります

から、逆に言えば、そこの分析法なり、データなり、客観的なものがそろってくるならば、

先ほどの専門委員の方の御発言にもありましたけれども、改めて見直していこうと。そん

な観点でよろしいのでしょうか。 

○境情報・緊急時対応課長  本日、御説明させていただきましたのは、研究領域でござい

ますので、先ほど申し上げましたように、あと１か月、２月 13 日ぐらいまでかけて、研究

課題を募集し、最終的には４月に新たな課題を決定するようになりますから、複数の汚染

についての適当な課題が挙がってくるかどうかは、まだ定かではございませんから、もし

挙がってくれば、この研究課題は、最高３年間の研究期間を設定することにしております

ので、１年なのか３年なのかわかりませんが、そういった成果を踏まえて、評価に反映し

ていきたいと考えております。 

○西脇専門委員  ありがとうございました。 

○富永座長  先ほどの中の複数の化学物質の評価方法は、大変重要でございまして、まず

評価方法をきちっと固めないと、評価ができませんね。ですから、まず第１段階としては、

今回これが研究領域に入っているということは、大変いいことだと思います。それに基づ

いて、どんどんといろんなものを組み合わせて、安全性などを研究するようになると思い

ます。 

  ほかに何か御質問、あるいは御意見ございますか。 

○市川専門委員  資料２についてなんですけれども、私の理解度が足りないのかもしれな

いのですが、この資料は非常に理解しづらいです。年度途中ということもあって、実施状

況ということで、横書きの羅列になっているのかなと思うんですけれども、１年終わった

ときの報告書については、もう少し読みやすい形で、例えば、目標はこういうことで、達

成度はこれぐらいだとかというような、ぱっと見てわかりやすいような書き方をもう少し

していただけると、ありがたいと思います。意見も出したいなと思っていたのですけれど

も、何かめくっているうちに、あっという間に時間が過ぎてしまったというような感じで

した。 

  私の読解力不足かと思うのですけれども、よろしくお願いします。 

○小木津総務課長  今の点につきましてですが、専門委員がおっしゃったような観点から

申しますと、やはり企画専門調査会で御議論いただくんですけれども、その年度の計画を

つくり、そしてその年度の計画の実施状況を最終的にフォローアップするという役割もご
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ざいます。ここの資料の基本的事項というのは、年度が区切られていないものですから、

こんなにわかりにくい資料になっておりますが、年度ごとに区切られた計画と、その実施

状況の報告というのは、別途やらさせていただくことになっておりまして、近々ですと、1

7 年度の運営状況について御報告の案をつくらせていただきまして、御審議いただく予定

にしております。よろしくお願いします。 

○富永座長  ただいま市川専門委員から、要望のような御意見がございましたけれども、

私もこの専門調査会は最初から専門委員になっておりますけれども、なかなかこういうも

のを消化するのは大変なことでございまして、私は私なりに、この御説明の最後に申しま

したように、これは法律の第 11～20 条までの項目が書いてありまして、何をやるべきか、

どうなっているかということですから、まず全体の食品安全基本法の非常に大事なところ

はどの辺かということを考えまして、それから枝の方にいっているんです。 

  ですから、この資料２でも今のような目標を掲げて、今どこまっていっているかとか、

何をしないといけないか、そういうもののほかに、資料２に最初の１ページでいいから、

目次のようなものがあれば、そうすると法 11 条～20 条までが何なのかということで、食

品安全委員会がやっていることが非常によくわかりますので、今後そういうことも考慮し

て、資料を御準備いただきたいと思います。 

○小木津総務課長  検討させていただきます。 

○富永座長  どうぞ。 

○伊藤専門委員  今日の参考資料４のところで、今年５月からポジティブリスト制が導入

されるということで、私の属しております畜産の現場でも、農家が非常に体制固めのため

に、これは１つしっかりとやるということで、今、非常に気持ちが進んでいる畜産農家と、

まだまだという農家がいろいろとあるわけでございますが、そういう中で、今日の資料２

のところで、農薬の残留基準なんですが、農薬においては、やはりいろいろと残留基準と

いうものがありまして、これを一律に、10 ページのところに、0.01 ppm を設定するという

ような格好でございますが、いろんな農薬がある中で、こういう 0.01 ppm を基準値として

定めた理由というか、そこら辺の考え方をちょっとお聞かせ願えればありがたいです。 

○國枝評価課長  一律基準というのは、ポジティブリストに定められたもの以外のものに

ついては、0.01 ppm ということになるんですけれども、これは厚生労働省の説明によると、

たしか一番たくさん食べるものが 150 と。それを前提にして、あと諸外国での設定状況と

かを見て、実際に使われる農薬と、実際に暫定するものと、一番たくさん食べるもの、水

は除いているんですけれども、そうしますと、大体一番多いものでも 150 ｇぐらいという
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ことで、そのときに 0.01 以下であれば、健康に影響がないだろうということで設定したと

説明しておりまして、ＥＵでも一応 0.01 という形にしていると。あと、オーストラリアと

かは 0.1 だったと思いますけれども、そういうことで、どちらかというと一番厳し目の形

で決めていると聞いております。 

○伊藤専門委員  わかりました。 

○富永座長  ありがとうございました。 

  ほかにございますか。どうぞ。 

○山本専門委員  資料２について、あえて先ほどはあまり細かいことはお尋ねしなかった

んですけれども、コエンザイムＱ10 については、世の中的に言えば、少しブームが下火に

なってきつつあるんです。もともとこれは医薬品として許可されているので、そのときの

データが多分あるんだと思うんですけれども、これはどこかから、厚生労働省かどこか知

りませんけれども、リスク評価してほしいという要望だったんだろうと思うんですけれど

も、この評価はもっと時間がかかるんですか。今日の朝ホームページで見てみたら、まだ

評価がなされていなかったようです。 

○國枝評価課長  医薬品では 30 mg ということで、実際には副作用が２例ぐらいありまし

て、それを踏まえて厚生労働省の方で団体の方にお願いをして、いろんな情報収集をする

という中で、大体 300 mg ぐらいだったらいいのではないかというような案も含めて、いろ

いろな情報を踏まえて、食品安全委員会の方に食品健康影響評価ということできたもので

す。 

  実は親委員会の中で議論しているときに、この取扱いについて、例えば医薬品と食品と

の区分の問題だとか、幾つかの疑問点が出てきて、それについて、新開発食品専門調査会

の方でも、どんな意見があるかということを聞くという形で御議論いただいて、それを踏

まえて、実際どういう形で対応するかというのを議論しておるところでございます。 

○山本専門委員  もう少し時間的には、かかりそうですか。 

○國枝評価課長  そこら辺のところの整理をしているということで、今すぐにいつという

形ではできませんけれども、物すごく長くなるということではないと思います。 

○山本専門委員  わかりました。 

○富永座長  ありがとうございました。 

  ほかに何かございますか。 

○近藤専門委員  ポジティブリスト制についてなんですけれども、今、食品に関わってい

る小売の私たちも１つのステークホルダーですので、影響が大きいという部分があります。
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微力ながらＰＲ活動といいますか、今年に入ってから、特に社内、社外、講演会とか、い

ろんな取引先を集めての会議の中で、少なくても今ごろになって、ポジティブリスト制と

は何だというようなことがないように、そういう一番基本のところからＰＲをさせていた

だいております。勿論情報収集をしていただいて、勉強をしておいてほしいということを

伝えております。 

  ただ、併せて福士さんのところの辺りでも、読売新聞を通じて、一般のお客様にもわか

るレベルのポジティブリスト制について、過去に出ていますけれども、更に続けていただ

ければなと思っています。我々サイドもいろいろ努力している部分もありますので、ちょ

っとＰＲさせていただきました。 

○富永座長  ありがとうございます。 

  では、近藤専門委員どうぞ。 

○近藤専門委員  これに関する適切な日本語は、農家でも、だれでもわかる言葉というの

はないのでしょうか。 

○富永座長  ここの検討課題です。 

○近藤専門委員  これをいろいろと説明するのに、大変時間が要するわけです。ひとつま

たよろしくお願いしたいと思います。 

○富永座長  ありがとうございます。 

  ほかにございますか。どうぞ。 

○鋤柄専門委員  座長の方から発言を促されて、私は、今日は聞いているばかりで、自分

の感想ということを一言述べさせていただければ、前回初めて会合に出席させていただき

まして、食品の安心・安全に関する施策がいろいろな経過を経て策定されていることを知

りました。 

  今回、食品安全基本法というものの実施状況をお知らせいただいて、かなり具体的なシ

ステムが動いていることも知りました。 

  私は、現場の臨床獣医で採卵鶏を見ております。実際に非常に狭い視野しか持ち合わせ

ておりませんが、現場では畜産生産物を通じての事故、あるいはクレーム、もう少し言い

ますと、違法行為につながるようなことまでが多くあることが現実です。どうしてこのよ

うなしっかりした施策、あるいはシステムがありながら、何が原因で正常に働いていない

のか。現場でいろいろなトラブルが多いのかということを改めて考え直してみたいと思い

ます。 

  特に、参考資料５ですけれども、鶏の方の場面からいくと、サルモネラです。それから、



 

 35

鳥インフルエンザについての情報を知りたいと思います。 

  以上です。 

○富永座長  最後の点は、何かありますか。どうぞ。 

○境情報・緊急時対応課長  今、鋤柄専門委員のお話のサルモネラですけれども、実は 17

年度の研究課題の中で、多剤耐性サルモネラの食品を介した健康被害のリスク評価に関す

る研究というものが取り組まれておりますので、この中で食中毒の代表例としてサルモネ

ラを題材に、評価手法の研究がされるということでございます。 

  また、インフルエンザにつきましては、私どものホームページにも公表しておりますよ

うに、今の鳥インフルエンザの基本的な問題は、鳥から人に直接ウイルスが感染していく

ということが問題になっておりまして、鶏肉とか鶏卵を食べることによって人が感染する

というわけではございませんので、基本的には食品由来の感染症ではないのではないかと

いうことで、特に食品健康影響評価の研究の中の課題には取り込んでいないということで

ございます。 

○國枝評価課長  もう一つは、とりあえず自ら評価の案件ということで、リステリアの関

係の部分があったんですけれども、これについて、むしろガイドラインみたいなものをま

ずつくって、そのあと優先順位ということで、微生物・ウイルス合同専門調査会のワーキ

ンググループで、実はもうかなりでき上がっているんですけれども、食品を介した微生物

の食品健康影響評価ということで、それをどういった形で評価をしていくかというガイド

ラインが、今ほぼでき上がってきております。 

  あと、実際にいろいろ問題になっているようなものについて抽出して、それについて更

に分析していこうというような試みも、今、進めております。 

  あと、サルモネラとかについては、そういう緊急だけではなくて、ホームページの中に

も、簡単なものですけれども、一応こんなものですというような形のものが、実際説明に

入っておりまして、今度ウェルシュ菌なども入れたりとかしようとしているんですけれど

も、そういうような形の、いわゆる広報という形も進めております。 

  あと、鳥インフルエンザの関係も最近ちょっとリバイズした形で情報が、かなり各国と

か、あるいはＷＨＯとかの動きも含めたもので、サイトとしては充実しているような形に

なっていると思います。 

○富永座長  参考資料５に関連しまして、これは平成 18 年度、現在公募中の研究課題でご

ざいますけれども、実際には 17 年度から研究をやっておりますので、参考資料５の更に参

考のような形で、現在進行中の平成 17 年度の課題だけでもあれば、食品安全委員会として
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どういう研究を推進しているかというのが、よくおわかりいただけますので、最後の鋤柄

専門委員のような御疑問も解けるかもしれませんので、また将来そういう点に御配慮いた

だきたいと思います。 

  ほかにございますか。よろしいですか。 

  それでは、大体御質問、御議論も出尽くしたようでございますので、本日はこれで終了

いたします。今日は議題１が予想より早く終わりましたので、ひょっとして１時間で終わ

るかなと思っていましたけれども、予定どおり２時間ぐらいになりまして、後半の１時間

で各専門委員から大変貴重な御意見、御要望が出ました。ありがとうございました。 

  それでは、事務局から次回の会議と今度は何を審議するかということを、併せて御説明

ください。 

○小木津総務課長  それでは、次回の企画専門調査会におきましてですが、既に資料１の

当面調査審議を求める事項の中に書いてございます、２番目の点でございます「２  平成

18 年度食品安全委員会運営計画について」の御審議をいただくということでございます。

  次回の開催日時につきましては、既に２月 13 日月曜日 14 時からということで調整させ

ていただいておりますので、よろしくお願いしたいと思います。 

○富永座長  では、どうもありがとうございました。 

  これで、第 13 回の「企画専門調査会」を終わらせていただきます。 


